
（1）開発協力人材・知的基盤の
強化

効果的・戦略的な開発協力の実施には、開発課題に
高い知見を有する人材の確保・育成および国民の理解
と支持が不可欠です。
日本政府は、国連関係機関で勤務する日本人職員数
を2025年までに1,000人とする目標を掲げ、大学
や国際機関駐日事務所などと連携しつつ、世界を舞台
に活躍する人材の発掘・育成・キャリア構築を積極的
に支援しています 注34 。「開発協力を担う人材の育
成」（ODAに関する有識者懇談会提言）でも触れられ
ているように、開発協力を担う人材を含めたグローバ
ル人材の育成を喫緊の課題とし、高等教育機関の学生
や既就職者などを含む幅広い層を対象に、国際機関の
採用制度を説明するセミナーを国内外で開催していま
す。最近では主にオンラインで実施することにより、
海外在住の現職の国際機関職員も登壇し、具体例を交
えて紹介することが可能になっています。このほか、
動画配信、国際機関の幹部や人事担当者によるセミ
ナーの実施なども行っています。
また、日本政府は、ジュニア・プロフェッショナ
ル・オフィサー（JPO）派遣制度（詳細は図表V-3
「日本人が国際機関職員になるための主な方法」を参
照）を通じて、開発協力分野に携わる機関を含む、国
際機関で活躍する人材の育成に努めています（国際機
関日本人職員の活躍については37ページの「国際協
力の現場から」、62ページの「案件紹介」を、JPO
制度で派遣中の国際機関職員のキャリア紹介について
は151ページの「国際協力の現場から」を参照）。外
務省は、1974年にJPO派遣制度を開始して以降、こ
れまでに累計2,000人以上を派遣し、2024年には制
度開始から50周年を迎えました。2023年度には55

	注34	 外務省国際機関人事センター・ホームページ（https://www.mofa-irc.go.jp/）では、国際機関空席情報や国際機関で働くための様々な情報提供をしてい
ます。

	注35	 50ページの注40を参照。
	注36	 国際協力キャリア総合情報サイト「PARTNER」　https://partner.jica.go.jp/

人のJPOを派遣しています。このほか、「平和構築・
開発におけるグローバル人材育成事業」 注35 も実施
しています。
JICAでは、国際協力キャリア総合情報サイト

「PARTNER」 注36 を通じ、省庁、JICAに加え、
NGO、国際機関、企業および大学などの幅広い主体
の国際協力に関する情報（求人および各種研修・セミ
ナーなど）を一元的に発信しているほか、人材の登
録、キャリア相談などを行っています。また、日本の
国際協力に関心を持ち、将来幅広い分野で国際協力人
材として活躍したいという意思を有する大学生・大学
院生などに対し、インターンシップを実施していま
す。さらに、国際協力専門員制度により、高い専門的
な能力と開発途上国での豊富な業務経験を持つ人材を
確保するとともに、人材育成のため、ジュニア専門員
の採用や、能力強化研修なども実施しています。
また、JICA緒方貞子平和開発研究所では、開発協
力の現場で得られた知見を分析し、その研究結果を
JICAの事業にフィードバックするとともに、人間の
安全保障に関する報告書・学術書籍の出版やシンポジ
ウムの開催を行うなど人間の安全保障の実現および
SDGsの達成に貢献しています。

モザンビークでUNICEFが支援する就学前教育プログラムを受けてい
るこどもたちとUNICEFモザンビーク事務所の原田匡剛（教育担当
官）（写真：UNICEF Mozambique）
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図表V-3 日本人が国際機関職員になるための主な方法

空席公募＊ JPO派遣制度＊＊ 国際機関側の若手育成・採用制度
実施機関 各国際機関 外務省 国連事務局、世界銀行など

年齢制限 特になし 35歳以下 制度による

求められる 
学歴

修士号以上
（※�学士号＋追加的な職歴2年で応募可能なポ
ストもある。）

修士号以上 制度による

求められる 
職歴 2年以上 2年以上 制度による

ポイント 毎日多くの国際機関から様々な空席公募が出
るので、随時応募することができる。

正規の職員になるには、JPO任期後に空席公
募を通じて採用される必要がある。

国連事務局、OECDや世界銀行グループが実
施するヤング・プロフェッショナル・プログ
ラム（YPP）を始め、国際機関が実施する若手
育成・採用プログラムが存在する。

（注）
＊�国際機関職員の任期満了などによって空きが生じた場合に国際的に公募されるポストのこと。ポストの条件に自身の経歴などを照らし合わせて応
募する。

＊＊�若手の日本人を原則2年間、国際機関に職員として派遣し、必要な知識・経験を積んでもらい、派遣後の正規採用を目指す制度。国連関係機関
で働く専門職以上の日本人職員のうち、半数近くは外務省の実施するJPOの経験者であり、若手日本人が国際機関職員を目指すうえで非常に有
効な手段。世界銀行グループのJPOのように、外務省以外が実施するJPOも存在する。

★それぞれの制度の詳細は下記ホームページをご覧ください。
空席公募　https://www.mofa-irc.go.jp/boshu/open-recruitment.html
JPO派遣制度　https://www.mofa-irc.go.jp/jpo/seido.html
国際機関側の若手育成・採用制度（YPP）　https://www.mofa-irc.go.jp/apply/ypp.html

（2）情報公開、国民の理解と 
支持の促進に向けた取組

グローバル化が進んだ現在、日本と開発途上国は共
に支え合う関係にあります。日本のODAは、開発途
上国を含む世界の平和と繁栄に貢献し、それにより日
本の国益の確保を図る上で重要な取組であり、大きな
意義を有しています。ODAが国民の公的資金を原資
としている以上、こうした開発協力の意義や取組を分
かりやすく発信し、国内の幅広い国民の理解と支持を
得ることは不可欠です。また、海外においてもこうし
た日本の取組を正しく理解してもらうことは、友好な
二国間関係や日本の国際社会における信頼を高める上
でも重要です。こうした観点から、ODA広報の重要
性はますます高まっており、民間企業や地方自治体、
NGO等の多様な担い手との連携を進めるためにも、
多くの人々に認識していただき、参画を得ていくこと
が重要です。
日本政府は、ODAに関する広報・情報発信につい
て、次のとおり様々な取組を行っています。

 ■広報・情報発信の強化

効果的なODA広報を行うために、外務省、JICA
は共に連携し取組を進めています。日本国内向けに
は、ODAホームページやSNS、YouTube動画、メー

ルマガジン、コンテンツ制作、広報イベントの開催、
出前講座などを通じて、普段あまりODAに接点のな
い若者や地方の中小企業関係者などにも届くよう政策
広報に取り組んでいます。具体的には、国際協力の現
場を舞台としたテレビドラマシリーズの第3弾
「ファーストステップ3　世界をつなぐ平和への願い」
の制作、「鷹の爪団の　行け！ODAマン」シリーズ
の制作など、知名度の高い出演者やキャラクターを活
用し国民に分かりやすく紹介しています。外務省、
JICAのみならず日本の開発協力の関係者が一体と
なって広報発信する取組として、毎年、国際協力の日
（10月6日）の前後に、外務省、JICAおよび国際協
力NGOセンター（JANIC）の共催で、日本最大級の
国際協力イベント「グローバルフェスタJAPAN」を
開催しています。2024年は国際協力70周年記念事
業を複数開催しています（具体的な取組の詳細は
153ページの「開発協力トピックス」を参照）。また、
国際協力に携わった人の話を聞くことができる国際協
力出前講座などにも力を入れています。
日本国外においては、開発途上国にある日本大使館
などで、現地報道機関にODA事業の現場を取材して
もらったり、現地語による広報資料を作成したり、供
与した機材や建設した施設に日の丸を表示するなど、
顔の見える支援に努めています。また、大使や総領事
が自らX（旧ツイッター）やインスタグラムで積極的
に発信しており、現地の人々の日本のODA事業への
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2024年、日本がジュニア・プロフェッショナル・オ
フィサー（JPO）派遣制度注1を開始してから50周年を迎
えました。これまでに2,000人以上の日本人の若手人材
を国際機関に派遣し、2023年末現在、国連関係機関で活
躍する約960人の日本人職員（専門職以上）のうち、約
半数がJPO出身者です。このように、JPO派遣制度は日
本人が国際機関職員として国際協力分野のキャリアを踏
み出す第一歩として大きな役割を果たしています。本コラ
ムを執筆した篠

しの
﨑
ざき

智美氏も同制度を活用する一人であり、
2025年1月から正規ポストでの採用が決定しています。

難民キャンプ訪問をきっかけに、国際協力の道へ
小学校の修学旅行でヒロシマを訪れ、被爆者の方の体験

談を聞いてから、「平和な世界の実現に貢献したい、国際
協力に携わりたい。」と思うようになった私は、自分が将
来取り組みたい活動や分野を絞るため、学生時代には国内
外でのインターンシップや留学に積極的に挑戦しました。
大学院では戦後復興学を専攻し、修士論文研究で訪れた東
アフリカのウガンダで難民の方々の体験を直接聞いたこと
が、国際移住機関（IOM）でのキャリアを目指すきっか
けとなっています。生きるために避難を強いられ、言語も
文化も異なる国で新しい生活を始めることの大変さや困難
を痛感した経験から、移住を強いられた避難民の方々の生
活再建の手助けや、強制的な移住の原因となる課題の解決
に貢献したいと思うようになりました。

大学院卒業後は日本の国際協力NGOに就職し、南スー
ダンとウガンダの避難民支援に取り組みました。「平和構
築・開発におけるグローバル人材育成事業」注2を通じて
IOM ナイジェリアで国連ボランティアを経験した後、JPO
として2022年1月からIOMギリシャで人身取引注3対策支
援を、2023年4月からはケニアに拠点を置くIOMソマリ
アで平和構築支援を担当しています。最初は新規プロジェ

クトの計画や、実
施中のプロジェ
クトの報告書作
成等を主に担当
していましたが、
現在は自身が計
画したプロジェク
トの管理も任せ
てもらえるように

なり、ソマリアの
政府関係機関や援
助国政府、他の国
際機関との連携・
調整、現地スタッ
フの雇用や共同で
事業を実施する現
地NGOの 選 定、
予算管理や活動の
モニタリングなど、幅広い業務を担当しています。

強制移住の根底にある課題の解決を目指して
ソマリアでは、アル・シャバーブを始めとする暴力的過

激派組織の活動が人命の喪失や強制移住を引き起こす一因
となっています。このため、ソマリア政府はこれらの組織
における非リーダー格の「低リスク」な人々への社会復帰
支援を行うことで、自主的な脱退を促し、組織の弱体化を
目指しています。組織から脱退した女性の多くは、戦闘員
の妻など、殺戮

りく
や暴力行為に直接的に加担していないにも

かかわらず、地域コミュニティからの差別や疎外、組織か
らの報復のリスクなどの深刻な課題に直面しています。ま
た、紛争に関連して生じる性的暴力（CRSV）の被害者も
少なくありません。私が担当しているプロジェクトでは、
このような女性を含む暴力的過激派組織からの低リスクな
脱退者や、今後、社会から疎外され暴力的過激派組織に勧
誘されるリスクの高い若年層に対して、心のケアや職業訓
練等の支援を行い、社会への復帰や参画を促しています。

IOMソマリアでは、ケニアの首都にあるナイロビサポー
ト事務所で勤務しています。現地のスタッフとは電話や
SNS、メールやオンライン会議等で連絡を取ることが多い
です。事業地に足を運ぶことは難しいですが、同じ志を持
つ現地スタッフや提携する現地NGOと協力しながら、支
援が届きにくい地域でニーズの高い支援を実施することに
大きなやりがいを感じています。これからも、強制移住を
引き起こす課題の解決に取り組み、その影響を受けた人々
の支援に携わり続けたいと思っています。

国際移住機関（IOM）ソマリア事務所　篠﨑智美

注1� 詳細は150ページの図表V-3を参照。
注2� 50ページの注40を参照。
注3� 56ページの注51を参照。

IOMギリシャのスタッフを対象に、人身取引
対策の研修を実施する筆者（写真：篠﨑智美）

生計を立てるため、ウガンダの難民居住区内の
市場で働く難民の女性たち（写真：篠﨑智美）

国際機関で活躍する日本人職員の声
～強制移住の課題に立ち向かう～

66国際協力の現場から国際協力の現場から
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■ 開発協力の情報発信
2023年に実施した内閣府世論調査注1では、「今後の開

発協力のあり方」について、回答者の79.4％が「積極的
に進めるべきだ」または「現在程度でよい」と回答し、開
発協力に対して前向きな評価が示されました。こうした前
向きな日本国内の世論の背景には、持続可能な開発目標

（SDGs）に対する意識の高まりのほか、ロシアによるウ
クライナ侵略など国際社会が複合的危機に直面する中、災
害や感染症など世界的な課題に対して各国が協力して助け
合う必要がある、開発協力はエネルギー資源などの安定供
給の確保に資する、国際社会での日本への信頼を高める必
要がある、そして開発協力は日本の外交政策を戦略的に進
める上での重要な手段であるという理解が広がっているこ
となどが挙げられます。

本コラムでは、こうした開発協力の意義についての外務
省による情報発信・政策広報の試みをいくつか紹介します。

■ 国際協力70周年記念事業
2024年は、日本がODAを開始してから70年の節目

に当たります。外務省では、この節目の年を、これまで
ODAが果たした役割を振り返りつつ、これからの国際協
力の在り方について幅広く国民の皆様と考える機会とする
べく、JICA等関係機関と連携し、3月に国際協力70周年
記念キックオフ・イベント in Kobe、5月に国際協力ミラ
イ会議、9月にグローバルフェスタJAPAN2024、12月
に国際協力70周年記念シンポジウムなど、各種の記念事
業を実施しました。

12月17日に国連大学で行われた国際協力70周年記念シンポジウム
の様子

■ テレビドラマ
外務省は、幅広い層に届くよう、知名度の高い出演者を

活用した広報コンテンツの制作にも取り組んでいます。
その一つとして、タレントで作家の又

また
吉
よし

直樹氏をナビ
ゲーターとし、外務省国際協力局や国際協力の現場を舞台
としたテレビドラマ「ファーストステップ」シリーズを発
信してきました。2024年には、シリーズ第3弾として、
カンボジアへの地雷除去支援をテーマとし、争いのない平
和な世界を願う青年が様々な人々との交流の中で成長する
姿を描いた物語「ファーストステップ3　世界をつなぐ平
和への願い」を制作・発信しました。

外務省国際協力局や開発協力の現場を舞台にしたテレビドラマ第3
弾「ファーストステップ3　世界をつなぐ平和への願い」

■ 鷹の爪団の　行け！ODAマン
外務省のODAキャラクターとして、7年目を迎えた

ODAマン（150ページの第V部4（2）も参照）も、世
界で役立つ日本のODAを知ってもらうために、様々な動
画を発信しています。2024年は国際協力70周年を振り
返り、ODAの意義を取り上げた「ODAマンが行く！国
際協力70周年の巻」や、「日本とトルコ100年の歩みの
巻」「SATREPS注2の巻」の3作品を公開しました。

鷹の爪団の　行け！ODAマン

ODA広報
～ODAをもっと身近に感じてもらうために～

55開発協力トピックス開発協力トピックス
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■ グローバルフェスタJAPAN2024
2024年9月28日・

29日に国際協力イベ
ント「グローバルフェ
ス タJAPAN2024」
を開催しました。33
回目となる今回は、

「 国 際 協 力70年、 と
もに未来へ」をテーマに、国際協力に携わる様々な団体

（NGO、NPO、国際機関、企業、大学等）や日本に駐在
する各国の大使館など約200団体によるブース展示を始
め、多彩なゲストが登壇するステージプログラムや体験
ワークショップが実施され、屋外会場には様々な国の食事
や文化が楽しめる飲食・物販ブース等を配置しました。会
場への参加とオンライン配信視聴を合わせ、前年を大きく
上回る約7.4万人の参加を得ました。

外務省は、オープニ
ングセレモニーを始め
とし、オファー型協
力注3をODAマ ン が
わかりやすく解説する
ステージや、中小企業
の海外展開に向けた
ODAの活用をテーマ
としたステージプログラム、身近な食材にもODAが関係
していることを紹介するクイズステージ、カンボジアでの
地雷除去と復興支援の最前線で活躍する方々のトークセッ
ションを実施しました。また、恒例となる外務省フォトコ
ンテストの授賞式も行いました注4。「みんなが輝く世界 
for the First Step!」をテーマにした今回のコンテストに
は、笑顔のあふれる作品が多く寄せられ、応募作品350
点の中から、受賞作品を選びました。このほかのプログラ
ムとして、外務省国際機関人事センターによる国際機関

キャリアセミナー、
外 務 省 国 際 協 力 局
NGO協力推進室と
NGO団体の関係者
が参加した国際協力
NGOの活動報告等
を行いました。結果
は、ODAホームペー
ジ の 開 催 報 告注5を
ご覧ください。

■ ODAメールマガジン、ODA広報X
外務省ではODAメールマガジンを月1回発行し、ホー

ムページにも掲載しています。また、SNSのXでも、
ODAについての情報を発信しています。2024年12月時
点で、メールマガジンの登録者数は約2万人、Xのフォロ
ワーは1.3万人を超えています。

外務省/ODA�X ODAメールマガジン

国際協力70周年記念キービジュアル

注1� 2023年9月から10月、内閣府が調査機関に委託し、日本全国の18歳
以上の日本国籍を有する3,000人を対象に郵送法で令和5年度外交に
関する世論調査が行われた（内閣府世論調査　https://survey.gov-
online.go.jp/r05/r05-gaiko/）。

注２� 43ページの用語解説を参照。
注3� 12ページの第Ⅰ部2（2）および145ページの第V部2（2）を参照。
注4� 外務省フォトコンテスト「みんなが輝く世界�for�the�First�Step!」開催

報告　https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/press/event/
pagew_001313_00001.html

� フォトコンテストの応募写真はviページ写真特集（1）も参照。
注5� グローバルフェスタJAPAN2024開催報告　https://www.mofa.go.

jp/mofaj/gaiko/oda/press/event/pagew_000001_00233.html

グローバルフェスタJAPAN2024オー
プニングセレモニーで挨拶する穂坂外
務大臣政務官（当時）

「世界をつなぐ平和への願い　地雷除去
支援でミライを紡ぐ」のステージの様子

日本駐在の大使館、国際機関やNGO等
の展示が行われたロビーギャラリーの様
子。外務省も出展し、世界で役立つ日本
のODAをわかりやすく伝えた。
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理解に努めています。
毎年公表する開発協力白書においては、写真や現場
からのコラムなどを充実させることで分かりやすく親
しみやすい内容を目指し、統計データを掲載すること
で実施状況に関する透明性の確保に努めており、ま
た、日本語に加え英語でも発行しています。こうした
取組の結果、グローバルフェスタへの参加者や出前講
座の件数、動画再生回数など各種広報ツールへの国民
の反応は着実に増しており、引き続き一層効果的な広
報に努めていきます。

 ■ODAの実施・評価に関する情報公開

外務省・JICAは、「ODA見える化サイト」 注37 を
JICAホームページ上に設け、ODA事業の概要、成果
および事前・事後評価などを随時掲載しています。
また、外務省ホームページでは、新規ODA案件や
統計資料などを掲載しているほか、政策・プロジェク
トレベルのODA評価の結果なども公表 注38 してお
り、より効果的なODAの実施とODAに対する国民
の理解および支持の促進に努めています。

 ■開発協力の推進

外務省は、外務省職員が国内の教育機関やNGOな
どで、ODAを始めとする国際協力について解説する
「ODA出前講座」を開催し、過去10年間において合
計318回の講座を開催し、約3.2万人の学生を中心
とした参加者を得ました。JICAでも全国15か所の国
内拠点がJICA海外協力隊経験者や地域の国際協力関
係者、来日中のJICA研修員を講師として紹介する対
面型出前講座に加え、開発途上国に派遣中のJICA海
外協力隊やJICA職員らが体験談や異文化理解などを
伝えるオンライン型出前講座を開催し、2023年度は
約1,600回、約14万人の参加を得ました。そのほか、
国内拠点で学生の訪問を受け入れる「JICA訪問」、

	注37	 ODA見える化サイト　https://www.jica.go.jp/oda/)
	注38	 ODA評価　https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kaikaku/hyoka.html

「JICA国際協力中学生・高校生エッセイコンテスト」
を実施するほか、展示施設「地球ひろば」を提供する
など、国際協力の理解や参加の促進に努めています。

外務省職員によるODA出前講座の様子

開発途上国に派遣中のJICA海外協力隊と接続する、オンライン型出
前講座の様子

 ■議論や対話の促進

日本政府は、ODAを活用した支援について、
NGOや企業、経済団体などに対する説明会を開催し
ています。また、国際協力をめぐる動きや日本の取組
を紹介する講演などを開催しており、外交やODAに
関心を有する国民と対話する場を随時設けています。
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